部局長とＰＴの議論資料　
【事務事業、出資法人、公の施設】
	項目名
	【主要検討事業13】４医療費公費負担助成事業
（国民健康保険事業費補助金含む）
（老人・身体及び知的障がい者・ひとり親家庭・乳幼児医療費助成制度）

	部局の考え方


	ＰＴ案
	■4医療費助成制度　⇒　制度の見直し

【患者自己負担】500円×2回/月　→　1割負担

【所得制限強化】障がい者：障害基礎年金→特別障害者手当準拠

　　　　　　　　乳幼児：児童手当特例給付→児童手当準拠

· 国民健康保険事業費補助金　⇒　廃　止

	
	
	20年度通年予算見込み額：21947百万円
21年度効果見込み額：　　 4068百万円

	
	■ ４医療費公費負担助成制度について

【方　針】
・ＰＴ案に基づく本年11月見直し実施には同意できない。

・現行制度は、平成16年11月に持続可能な制度として市町村
と協働で再構築を行い、現在定着しつつある。
・以下の理由により、ＰＴ案より現行制度の方が妥当と考える。
【理　由】
①　窓口での1割負担は、定着していない。　　　　

　○　障害者自立支援法（平成18年度施行）による本人１割負担について、国が平成20年7月から負担軽減の見直しを実施。後期高齢者制度も混乱。

　○　一部の都道府県において患者１割負担を導入しているが、その多くで、対象者の大部分を占める非課税者を無料としており、患者１割負担は有名無実。

　　⇒　所得に関わりなく、全ての対象者に無理のない範囲で負担をお願いするという考え方は、府の現行制度において既に反映。

②　所得制限の強化は、対象者の生活実態と乖離。準拠すべしとの基準についても納得感がない。

　　　例えばＰＴ案が提案する「特別障害者手当」は、重度の障がいが重複する場合(寝たきり状態など)に支給されるもの。助成対象者の中で当該手当の対象者は少なく（約7％）、同手当基準の準用は対象者の実態から乖離。
⇒　基準としての妥当性を欠く。
　

　　なお、乳幼児医療費助成制度の扱いについては、今後、子どもに関する重要政策としての位置づけを行い、福祉医療制度とは区別し別途制度改革を行う。

■ 国民健康保険事業費補助金について

　　国保における精神障がい通院・結核医療に対する給付制度である同事業は、厳しい生活状況にある精神疾患患者等の医療費負担軽減に重要な役割を果たしており、存続が必要。
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	考え方の詳細は別紙
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